
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和７年５月 14日） 

 

 

 

  

泉大津市議会令和７年第１回臨時会会議事項 
 



会    議    事    項 

 

種 別 番 号 事           件           名 ページ 

報 告 ６ 専決処分報告の件（泉大津市市税条例の一部改正の件） ３ 

同 ７ 
専決処分報告の件（令和６年度泉大津市一般会計補正予算

の件） 
１５ 

議 案 ４２ 
泉大津市立総合福祉センター大規模改修工事請負契約の一

部変更の件 
４５ 
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報告第６号 

 

専 決 処 分 報 告 の 件 

 

次の事件は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より専決処分したので、同条第３項の規定により市議会に報告し、承認を求める。 

 

令和７年５月１４日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

                   

 

記 

 

専 決 番 号 ３ 

専 決 年 月 日 令和７年３月３１日 

事 件 名 泉大津市市税条例の一部改正の件 
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専決第３号 

 

泉大津市市税条例の一部改正の件 

 

泉大津市市税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

令和７年３月３１日専決 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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泉大津市条例第１７号 

 

泉大津市市税条例の一部を改正する条例 

 

 泉大津市市税条例（昭和３９年泉大津市条例第１０号）の一部を次のように改正

する。 

第１９条第７項中「その名称」を「、その名称」に、「第２条第１５項」を「第２

条第１６項」に改める。 

第４３条第１号ア中「エ」を「ウ及びオ」に改め、同号イ中「又は」を「（ウに掲

げるものを除く。）又は」に改め、同号エを同号オとし、同号ウ中「又は」を「（ウ

に掲げるものを除く。）又は」に改め、同号ウを同号エとし、同号イの次に次のよう

に加える。 

ウ 二輪のもので、総排気量が０．１２５リットル以下かつ最高出力が４．０

キロワット以下のもの 年額 ２，０００円 

第４９条第２項第５号中「定格出力」の次に「（第４３条第１項第１号ウに掲げ

る原動機付自転車にあっては、原動機の総排気量及び最高出力）」を加える。 

附則第１０条第１４項中「附則第１５条第３７項」を「附則第１５条第３６項」

に改め、同条第１５項中「附則第１５条第３８項」を「附則第１５条第３７項」に

改める。 

附則第１０条の２中第１０項を第１１項とし、第９項を第１０項とし、第８項の

次に次の１項を加える。 

９ 市長は、法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンションに係る区分

所有に係る家屋については、前項の申告書の提出がなかった場合においても、マ

ンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法律第１４９号）第５

条の２第１項に規定する管理組合の管理者等から法附則第１５条の９の３第２項

に規定する期間内に施行規則附則第７条第１７項各号に掲げる書類の提出がされ、

かつ、当該特定マンションが法附則第１５条の９の３第１項に規定する要件に該

当すると認められるときは、前項の規定にかかわらず、同条第１項の規定を適用

することができる。 

附 則 
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（施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の泉大津市市税条例（以下「新条例」という。）第４

３条（第１号に係る部分に限る。）の規定は、令和７年度以後の年度分の軽自動車

税の種別割について適用し、令和６年度分までの軽自動車税の種別割については、

なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 新条例附則第１０条の２第９項の規定は、令和７年度以後の年度分の固定

資産税について適用し、令和６年度分までの固定資産税については、なお従前の

例による。 
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（参 考） 

 

泉大津市市税条例の一部を改正する条例要綱 

 

本条例は、地方税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第７号）の公布に伴

い、所要の改正を行ったものであること。 

１ 改正内容 

⑴ 二輪車の車両区分の見直し 

   二輪のもので総排気量１２５ｃｃ以下かつ最高出力を４．０kw以下のものに

係る軽自動車税種別割の税率を年額２，０００円としたものであること。（第４

３条関係） 

⑵ 長寿命化に資する工事を行ったマンションに係る固定資産税の減額 

  長寿命化に資する大規模修繕工事を行ったマンションに係る固定資産税の減

額措置について、マンション管理組合の管理者から市町村に必要書類等の提出

があり、減額措置の要件に該当すると認められるときは、当該マンションの区

分所有者から減額措置に係る申請書の提出がなかった場合においても、当該減

額措置を適用することができることとしたものであること。（附則第１０条の

２関係） 

⑶ その他所要の規定の整備を行ったものであること。 

２ 附則に関する事項 

⑴ 施行期日 

この条例は、令和７年４月１日から施行したものであること。（改正条例附則

第１条） 

⑵ 経過措置 

この条例の施行に関し、所要の経過規定を定めたものであること。（改正条例

附則第２条及び第３条） 
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泉 大 津 市 市 税 条 例 新 旧 対 照 表 

 

改  正  後 改  正  前 

（市民税の申告等） 

第１９条 （略） 

２～６ （略） 

７ 市長は、市民税の賦課徴収につい

て必要があると認める場合には、新

たに法第２９４条第１項第３号又は

第４号に掲げる者に該当することと

なった者に、当該該当することと

なった日から３０日以内に、その名

称、代表者又は管理人の氏名、主た

る事務所又は事業所の所在、当該市

内に有する事務所、事業所又は寮等

の所在、法人番号（行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律（平成２５年

法律第２７号）第２条第１６項に規

定する法人番号をいう。以下同

じ。）、当該該当することとなった日

その他必要な事項を申告させること

ができる。 

（種別割の税率） 

第４３条 次の各号に掲げる軽自動車

等に対して課する種別割の税率は、

１台について、それぞれ当該各号に

定める額とする。 

⑴ 原動機付自転車 

（市民税の申告等） 

第１９条 （略） 

２～６ （略） 

７ 市長は、市民税の賦課徴収につい

て必要があると認める場合には、新

たに法第２９４条第１項第３号又は

第４号に掲げる者に該当することと

なった者に、当該該当することと

なった日から３０日以内にその名

称、代表者又は管理人の氏名、主た

る事務所又は事業所の所在、当該市

内に有する事務所、事業所又は寮等

の所在、法人番号（行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律（平成２５年

法律第２７号）第２条第１５項に規

定する法人番号をいう。以下同

じ。）、当該該当することとなった日

その他必要な事項を申告させること

ができる。 

（種別割の税率） 

第４３条 次の各号に掲げる軽自動車

等に対して課する種別割の税率は、

１台について、それぞれ当該各号に

定める額とする。 

⑴ 原動機付自転車 
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改  正  後 改  正  前 

ア 総排気量が０．０５リットル

以下のもの又は定格出力が０．

６キロワット以下のもの（ウ及

びオに掲げるものを除く。） 年

額 ２，０００円 

イ  二輪のもので、総排気量が

０．０５リットルを超え、０．

０９リットル以下のもの（ウに

掲げるものを除く。）又は定格出

力が０．６キロワットを超え、

０．８キロワット以下のもの 

 年額 ２，０００円 

  ウ 二輪のもので、総排気量が

０．１２５リットル以下かつ最

高出力が４．０キロワット以下

のもの 年額 ２，０００円 

  エ 二輪のもので、総排気量が

０．０９リットルを超えるもの

（ウに掲げるものを除く。）又は

定格出力が０．８キロワットを

超えるもの 年額 ２，４００

円 

  オ （略） 

 ⑵及び⑶ （略） 

（種別割の減免） 

第４９条 （略） 

２ 前項の規定によって種別割の減免

を受けようとする者は、納期限まで

ア 総排気量が０．０５リットル

以下のもの又は定格出力が０．

６キロワット以下のもの（エに

掲げるものを除く。） 年額 

 ２，０００円 

イ  二輪のもので、総排気量が

０．０５リットルを超え、０．

０９リットル以下のもの又は定

格出力が０．６キロワットを超

え、０．８キロワット以下のも

の 年額 ２，０００円 

 

 

 

 

 

ウ  二輪のもので、総排気量が

０．０９リットルを超えるもの

又は定格出力が０．８キロワッ

トを超えるもの 年額 ２，４

００円 

 

エ （略） 

⑵及び⑶ （略）  

（種別割の減免） 

第４９条 （略） 

２ 前項の規定によって種別割の減免

を受けようとする者は、納期限まで
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改  正  後 改  正  前 

に、当該軽自動車等について減免を

受けようとする税額及び次の各号に

掲げる事項を記載した申請書に減免

を必要とする事由を証明する書類を

添付し、これを市長に提出しなけれ

ばならない。 

⑴～⑷ （略） 

⑸ 原動機の総排気量又は定格出力

（第４３条第１項第１号ウに掲げ

る原動機付自転車にあっては、原

動機の総排気量及び最高出力） 

⑹～⑼ （略） 

３ （略） 

   附 則 

（法附則第１５条第２項第１号等の条

例で定める割合） 

第１０条 （略） 

２～１３ （略） 

１４ 法附則第１５条第３６項に規定

する市町村の条例で定める割合は、

３分の２とする。 

１５ 法附則第１５条第３７項に規定

する市町村の条例で定める割合は、

３分の２とする。 

１６及び１７ （略） 

（耐震基準適合住宅等に対する固定資

産税の減額の規定の適用を受けようと

する者がすべき申告） 

に、当該軽自動車等について減免を

受けようとする税額及び次の各号に

掲げる事項を記載した申請書に減免

を必要とする事由を証明する書類を

添付し、これを市長に提出しなけれ

ばならない。 

⑴～⑷ （略） 

⑸ 原動機の総排気量又は定格出力 

 

 

 

⑹～⑼ （略） 

３ （略） 

   附 則 

（法附則第１５条第２項第１号等の条

例で定める割合） 

第１０条 （略） 

２～１３ （略） 

１４ 法附則第１５条第３７項に規定

する市町村の条例で定める割合は、

３分の２とする。 

１５ 法附則第１５条第３８項に規定

する市町村の条例で定める割合は、

３分の２とする。 

１６及び１７ （略） 

（耐震基準適合住宅等に対する固定資

産税の減額の規定の適用を受けようと

する者がすべき申告） 
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改  正  後 改  正  前 

第１０条の２ （略） 

２～８ （略） 

９ 市長は、法附則第１５条の９の３

第１項に規定する特定マンションに

係る区分所有に係る家屋について

は、前項の申告書の提出がなかった

場合においても、マンションの管理

の適正化の推進に関する法律（平成

１２年法律第１４９号）第５条の２

第１項に規定する管理組合の管理者

等から法附則第１５条の９の３第２

項に規定する期間内に施行規則附則

第７条第１７項各号に掲げる書類の

提出がされ、かつ、当該特定マン

ションが法附則第１５条の９の３第

１項に規定する要件に該当すると認

められるときは、前項の規定にかか

わらず、同条第１項の規定を適用す

ることができる。 

１０及び１１ （略） 

第１０条の２ （略） 

２～８ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９及び１０ （略） 
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報告第７号 

 

専 決 処 分 報 告 の 件 

 

次の事件は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より専決処分したので、同条第３項の規定により市議会に報告し、承認を求める。 

 

令和７年５月１４日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

記 

 

専 決 番 号 ４ 

専 決 年 月 日 令和７年３月３１日 

事 件 名 
令和６年度泉大津市一般会計補正予算の件（補正第９

号） 
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※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

令 和 ６ 年 度 泉 大 津 市 一 般 会 計 補 正 予 算

（補正第９号）
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専決第４号 

 

令和６年度泉大津市一般会計補正予算  

 

令和６年度泉大津市一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２７４,６９４千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４３,１０２,８２３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和７年３月３１日専決 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

2 地方譲与税 197,963 380 198,343

4 森林環境譲与税 7,963 380 8,343

3 利子割交付金 10,000 1,192 11,192

1 利子割交付金 10,000 1,192 11,192

4 配当割交付金 74,000 50,196 124,196

1 配当割交付金 74,000 50,196 124,196

株式等譲渡所得割交付
5 72,000 91,515 163,515

金

株式等譲渡所得割交付
1 72,000 91,515 163,515

金

6 法人事業税交付金 200,000 20,288 220,288

1 法人事業税交付金 200,000 20,288 220,288

8 環境性能割交付金 32,000 4,640 36,640

1 環境性能割交付金 32,000 4,640 36,640

10 地方交付税 5,367,364 12,529 5,379,893

1 地方交付税 5,367,364 12,529 5,379,893

13 使用料及び手数料 306,842 △2,218 304,624

2 手数料 128,628 △2,218 126,410

（単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

16 財産収入 106,393 8,334 114,727

1 財産運用収入 104,383 8,334 112,717

17 寄附金 989,010 0 989,010

1 寄附金 989,010 0 989,010

20 諸収入 928,621 87,838 1,016,459

3 収益事業収入 204,000 86,019 290,019

5 雑入 713,360 1,819 715,179

歳 入 合 計 42,828,129 274,694 43,102,823
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

2 地方譲与税 197,963 380 198,343

4 森林環境譲与税 7,963 380 8,343

3 利子割交付金 10,000 1,192 11,192

1 利子割交付金 10,000 1,192 11,192

4 配当割交付金 74,000 50,196 124,196

1 配当割交付金 74,000 50,196 124,196

株式等譲渡所得割交付
5 72,000 91,515 163,515

金

株式等譲渡所得割交付
1 72,000 91,515 163,515

金

6 法人事業税交付金 200,000 20,288 220,288

1 法人事業税交付金 200,000 20,288 220,288

8 環境性能割交付金 32,000 4,640 36,640

1 環境性能割交付金 32,000 4,640 36,640

10 地方交付税 5,367,364 12,529 5,379,893

1 地方交付税 5,367,364 12,529 5,379,893

13 使用料及び手数料 306,842 △2,218 304,624

2 手数料 128,628 △2,218 126,410

（単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

16 財産収入 106,393 8,334 114,727

1 財産運用収入 104,383 8,334 112,717

17 寄附金 989,010 0 989,010

1 寄附金 989,010 0 989,010

20 諸収入 928,621 87,838 1,016,459

3 収益事業収入 204,000 86,019 290,019

5 雑入 713,360 1,819 715,179

歳 入 合 計 42,828,129 274,694 43,102,823
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歳 出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

2 総務費 5,693,010 274,590 5,967,600

1 総務管理費 4,391,006 267,335 4,658,341

テクスピア大阪管理運
8 69,027 7,255 76,282

営費

3 民生費 17,739,852 11 17,739,863

1 社会福祉費 7,961,118 11 7,961,129

4 衛生費 4,320,875 △2,193 4,318,682

2 清掃費 1,159,127 △2,200 1,156,927

5 公園墓地費 18,910 7 18,917

7 土木費 3,147,902 2,286 3,150,188

2 道路橋りょう費 590,311 1,844 592,155

4 都市計画費 853,952 389 854,341

6 住宅費 315,903 53 315,956

歳 出 合 計 42,828,129 274,694 43,102,823
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令和６年度泉大津市一般会計補正予算に関する説明書

（補正第９号）
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

１ 総 括

歳 入 （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

2 地方譲与税 １９７，９６３ ３８０ １９８，３４３

3 利子割交付金 １０，０００ １，１９２ １１，１９２

4 配当割交付金 ７４，０００ ５０，１９６ １２４，１９６

5 株式等譲渡所得割交付金 ７２，０００ ９１，５１５ １６３，５１５

6 法人事業税交付金 ２００，０００ ２０，２８８ ２２０，２８８

8 環境性能割交付金 ３２，０００ ４，６４０ ３６，６４０

10 地方交付税 ５，３６７，３６４ １２，５２９ ５，３７９，８９３

13 使用料及び手数料 ３０６，８４２ △２，２１８ ３０４，６２４

16 財産収入 １０６，３９３ ８，３３４ １１４，７２７

17 寄附金 ９８９，０１０ ０ ９８９，０１０

20 諸収入 ９２８，６２１ ８７，８３８ １，０１６，４５９

歳 入 合 計 ４２，８２８，１２９ ２７４，６９４ ４３，１０２，８２３
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

１ 総 括

歳 入 （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

2 地方譲与税 １９７，９６３ ３８０ １９８，３４３

3 利子割交付金 １０，０００ １，１９２ １１，１９２

4 配当割交付金 ７４，０００ ５０，１９６ １２４，１９６

5 株式等譲渡所得割交付金 ７２，０００ ９１，５１５ １６３，５１５

6 法人事業税交付金 ２００，０００ ２０，２８８ ２２０，２８８

8 環境性能割交付金 ３２，０００ ４，６４０ ３６，６４０

10 地方交付税 ５，３６７，３６４ １２，５２９ ５，３７９，８９３

13 使用料及び手数料 ３０６，８４２ △２，２１８ ３０４，６２４

16 財産収入 １０６，３９３ ８，３３４ １１４，７２７

17 寄附金 ９８９，０１０ ０ ９８９，０１０

20 諸収入 ９２８，６２１ ８７，８３８ １，０１６，４５９

歳 入 合 計 ４２，８２８，１２９ ２７４，６９４ ４３，１０２，８２３
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歳 出 （単位：千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

款 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源
一 般 財 源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

2 総務費 5,693,010 274,590 5,967,600 8,211 266,379

3 民生費 17,739,852 11 17,739,863 11

4 衛生費 4,320,875 △2,193 4,318,682 △2,193

7 土木費 3,147,902 2,286 3,150,188 2,286

歳 出 合 計 42,828,129 274,694 43,102,823 8,315 266,379
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歳 出 （単位：千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

款 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源
一 般 財 源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

2 総務費 5,693,010 274,590 5,967,600 8,211 266,379

3 民生費 17,739,852 11 17,739,863 11

4 衛生費 4,320,875 △2,193 4,318,682 △2,193

7 土木費 3,147,902 2,286 3,150,188 2,286

歳 出 合 計 42,828,129 274,694 43,102,823 8,315 266,379
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２ 歳 入

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

197,963 380 198,343

(款) 2 地方譲与税

（単位：千円）

(款) 2 地方譲与税 (項) 4 森林環境譲与税

(項) 4 森林環境譲与税

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1 森林環境譲与税 7,963 380 8,343 1 森林環境譲与税 380 森林環境譲与税

計 7,963 380 8,343

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

10,000 1,192 11,192

(款) 3 利子割交付金

(項) 1 利子割交付金

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1 利子割交付金 10,000 1,192 11,192 1 利子割交付金 1,192 利子割交付金

計 10,000 1,192 11,192

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

74,000 50,196 124,196

(款) 4 配当割交付金

(項) 1 配当割交付金

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1 配当割交付金 74,000 50,196 124,196 1 配当割交付金 50,196 配当割交付金
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２ 歳 入

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

197,963 380 198,343

(款) 2 地方譲与税

（単位：千円）

(款) 2 地方譲与税 (項) 4 森林環境譲与税

(項) 4 森林環境譲与税

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1 森林環境譲与税 7,963 380 8,343 1 森林環境譲与税 380 森林環境譲与税

計 7,963 380 8,343

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

10,000 1,192 11,192

(款) 3 利子割交付金

(項) 1 利子割交付金

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1 利子割交付金 10,000 1,192 11,192 1 利子割交付金 1,192 利子割交付金

計 10,000 1,192 11,192

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

74,000 50,196 124,196

(款) 4 配当割交付金

(項) 1 配当割交付金

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1 配当割交付金 74,000 50,196 124,196 1 配当割交付金 50,196 配当割交付金
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（単位：千円）

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

(款) 4 配当割交付金 (項) 1 配当割交付金

計 74,000 50,196 124,196

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

72,000 91,515 163,515

(款) 5 株式等譲渡所得割交付金

(項) 1 株式等譲渡所得割交付金

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1 株式等譲渡所得割交付金 72,000 91,515 163,515 1 株式等譲渡所得割 91,515 株式等譲渡所得割交付金

交付金

計 72,000 91,515 163,515

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

200,000 20,288 220,288

(款) 6 法人事業税交付金

(項) 1 法人事業税交付金

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1 法人事業税交付金 200,000 20,288 220,288 1 法人事業税交付金 20,288 法人事業税交付金

計 200,000 20,288 220,288
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（単位：千円）

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

(款) 4 配当割交付金 (項) 1 配当割交付金

計 74,000 50,196 124,196

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

72,000 91,515 163,515

(款) 5 株式等譲渡所得割交付金

(項) 1 株式等譲渡所得割交付金

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1 株式等譲渡所得割交付金 72,000 91,515 163,515 1 株式等譲渡所得割 91,515 株式等譲渡所得割交付金

交付金

計 72,000 91,515 163,515

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

200,000 20,288 220,288

(款) 6 法人事業税交付金

(項) 1 法人事業税交付金

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1 法人事業税交付金 200,000 20,288 220,288 1 法人事業税交付金 20,288 法人事業税交付金

計 200,000 20,288 220,288
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補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

32,000 4,640 36,640

(款) 8 環境性能割交付金

（単位：千円）

(款) 8 環境性能割交付金 (項) 1 環境性能割交付金

(項) 1 環境性能割交付金

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1 環境性能割交付金 32,000 4,640 36,640 1 環境性能割交付金 4,640 環境性能割交付金

計 32,000 4,640 36,640

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

5,367,364 12,529 5,379,893

(款) 10 地方交付税

(項) 1 地方交付税

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1 地方交付税 5,367,364 12,529 5,379,893 1 地方交付税 12,529 特別交付税

計 5,367,364 12,529 5,379,893

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

306,842 △2,218 304,624

(款) 13 使用料及び手数料

(項) 2 手数料

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

3 衛生手数料 97,632 △2,218 95,414 1 清掃手数料 △2,218 一般家庭ごみ収集手数料(地域環境基金活用事業)
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補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

32,000 4,640 36,640

(款) 8 環境性能割交付金

（単位：千円）

(款) 8 環境性能割交付金 (項) 1 環境性能割交付金

(項) 1 環境性能割交付金

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1 環境性能割交付金 32,000 4,640 36,640 1 環境性能割交付金 4,640 環境性能割交付金

計 32,000 4,640 36,640

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

5,367,364 12,529 5,379,893

(款) 10 地方交付税

(項) 1 地方交付税

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1 地方交付税 5,367,364 12,529 5,379,893 1 地方交付税 12,529 特別交付税

計 5,367,364 12,529 5,379,893

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

306,842 △2,218 304,624

(款) 13 使用料及び手数料

(項) 2 手数料

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

3 衛生手数料 97,632 △2,218 95,414 1 清掃手数料 △2,218 一般家庭ごみ収集手数料(地域環境基金活用事業)
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（単位：千円）

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

(款) 13 使用料及び手数料 (項) 2 手数料

計 128,628 △2,218 126,410

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

106,393 8,334 114,727

(款) 16 財産収入

(項) 1 財産運用収入

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1 利子及び配当金 4,224 1,180 5,404 1 利子及び配当金 1,180 財政調整基金利子収入 637

福祉基金利子収入 11

公園墓地基金利子収入 7

泉大津市がんばろう基金利子収入 6

地域環境基金利子収入 18

泉大津市営住宅整備基金利子収入 53

テクスピア大阪産業振興整備基金利子収入 101

泉大津市安全・安心なまちづくり連携活動基金利子収入 8

泉大津市ふるさと応援基金利子収入 177

泉大津市公共施設整備基金利子収入 128

泉大津市森林環境譲与税基金利子収入 9

泉大津市立駐車場整備基金利子収入 25

2 財産貸付収入 100,159 7,154 107,313 1 土地建物貸付収入 7,154 テクスピア大阪施設貸付収入

計 104,383 8,334 112,717
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（単位：千円）

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

(款) 13 使用料及び手数料 (項) 2 手数料

計 128,628 △2,218 126,410

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

106,393 8,334 114,727

(款) 16 財産収入

(項) 1 財産運用収入

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1 利子及び配当金 4,224 1,180 5,404 1 利子及び配当金 1,180 財政調整基金利子収入 637

福祉基金利子収入 11

公園墓地基金利子収入 7

泉大津市がんばろう基金利子収入 6

地域環境基金利子収入 18

泉大津市営住宅整備基金利子収入 53

テクスピア大阪産業振興整備基金利子収入 101

泉大津市安全・安心なまちづくり連携活動基金利子収入 8

泉大津市ふるさと応援基金利子収入 177

泉大津市公共施設整備基金利子収入 128

泉大津市森林環境譲与税基金利子収入 9

泉大津市立駐車場整備基金利子収入 25

2 財産貸付収入 100,159 7,154 107,313 1 土地建物貸付収入 7,154 テクスピア大阪施設貸付収入

計 104,383 8,334 112,717
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補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

989,010 0 989,010

(款) 17 寄附金

（単位：千円）

(款) 17 寄附金 (項) 寄附金

(項) 1 寄附金

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

2 指定寄附金 989,000 0 989,000 2 ふるさと応援寄附 0 ふるさと応援寄附金 △5,000

金 安全・安心なまちづくり連携活動基金事業費寄附金 5,000

計 989,010 0 989,010

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

928,621 87,838 1,016,459

(款) 20 諸収入

(項) 3 収益事業収入

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1 競艇事業収入 204,000 86,019 290,019 1 競艇事業収入 86,019 大阪府都市ボートレース企業団配分金

計 204,000 86,019 290,019

(項) 5 雑入

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1 雑入 713,360 1,819 715,179 1 雑入 1,819 指定管理者納付金

計 713,360 1,819 715,179
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補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

989,010 0 989,010

(款) 17 寄附金

（単位：千円）

(款) 17 寄附金 (項) 寄附金

(項) 1 寄附金

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

2 指定寄附金 989,000 0 989,000 2 ふるさと応援寄附 0 ふるさと応援寄附金 △5,000

金 安全・安心なまちづくり連携活動基金事業費寄附金 5,000

計 989,010 0 989,010

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

928,621 87,838 1,016,459

(款) 20 諸収入

(項) 3 収益事業収入

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1 競艇事業収入 204,000 86,019 290,019 1 競艇事業収入 86,019 大阪府都市ボートレース企業団配分金

計 204,000 86,019 290,019

(項) 5 雑入

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1 雑入 713,360 1,819 715,179 1 雑入 1,819 指定管理者納付金

計 713,360 1,819 715,179
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３ 歳 出

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

5,693,010 274,590 5,967,600

(款) 2 総務費

（単位：千円）

(款) 2 総務費 (項) 1 総務管理費

(項) 1 総務管理費

本 年 度 の 財 源 内 訳 節 説 明
目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源

一般財源 区 分 金 額 事 業 別 区 分 内 訳
国府支出金 地 方 債 そ の 他

6 1 がんばろう基金積立 24 積立金 620 がんばろう 4,012 6 4,018 24 積立金 6

事業 6 がんばろう基金積立金基金費

637 266,379 1 財政調整基金積立 24 積立金 267,01621 財政調整基 437,064 267,016 704,080 24 積立金 267,016

事業 267,016 財政調整基金積立金金費

5,008 1 安全・安心なまちづ 24 積立金 5,00822 安全・安心 8,525 5,008 13,533 24 積立金 5,008

くり連携活動基金積 安全・安心なまちづくり連携活動基金積なまちづく

立事業 5,008 立金り連携活動

基金費

△4,823 1 ふるさと応援基金積 24 積立金 △4,82323 ふるさと応 464,020 △4,823 459,197 24 積立金 △4,823

立事業 △4,823 ふるさと応援基金積立金援基金費

128 1 公共施設整備基金積 24 積立金 12824 公共施設整 2,060 128 2,188 24 積立金 128

立事業 128 公共施設整備基金積立金備基金費

計 4,391,006 267,335 4,658,341 956 266,379

(項) 8 テクスピア大阪管理運営費

本 年 度 の 財 源 内 訳 節 説 明
目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源

一般財源 区 分 金 額 事 業 別 区 分 内 訳
国府支出金 地 方 債 そ の 他

△1,289 1 テクスピア大阪管理 13 使用料及び賃借料 △1,2891 テクスピア 17,000 △1,289 15,711 13 使用料及び △1,289

運営事業 △1,289 土地借上料 △1,256大阪管理運 賃借料

共益費 △33営費

8,544 1 テクスピア大阪産業 24 積立金 8,5442 テクスピア 52,027 8,544 60,571 24 積立金 8,544

振興整備基金積立事 テクスピア大阪産業振興整備基金積立金大阪産業振

業 8,544興整備基金

費

計 69,027 7,255 76,282 7,255
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３ 歳 出

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

5,693,010 274,590 5,967,600

(款) 2 総務費

（単位：千円）

(款) 2 総務費 (項) 1 総務管理費

(項) 1 総務管理費

本 年 度 の 財 源 内 訳 節 説 明
目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源

一般財源 区 分 金 額 事 業 別 区 分 内 訳
国府支出金 地 方 債 そ の 他

6 1 がんばろう基金積立 24 積立金 620 がんばろう 4,012 6 4,018 24 積立金 6

事業 6 がんばろう基金積立金基金費

637 266,379 1 財政調整基金積立 24 積立金 267,01621 財政調整基 437,064 267,016 704,080 24 積立金 267,016

事業 267,016 財政調整基金積立金金費

5,008 1 安全・安心なまちづ 24 積立金 5,00822 安全・安心 8,525 5,008 13,533 24 積立金 5,008

くり連携活動基金積 安全・安心なまちづくり連携活動基金積なまちづく

立事業 5,008 立金り連携活動

基金費

△4,823 1 ふるさと応援基金積 24 積立金 △4,82323 ふるさと応 464,020 △4,823 459,197 24 積立金 △4,823

立事業 △4,823 ふるさと応援基金積立金援基金費

128 1 公共施設整備基金積 24 積立金 12824 公共施設整 2,060 128 2,188 24 積立金 128

立事業 128 公共施設整備基金積立金備基金費

計 4,391,006 267,335 4,658,341 956 266,379

(項) 8 テクスピア大阪管理運営費

本 年 度 の 財 源 内 訳 節 説 明
目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源

一般財源 区 分 金 額 事 業 別 区 分 内 訳
国府支出金 地 方 債 そ の 他

△1,289 1 テクスピア大阪管理 13 使用料及び賃借料 △1,2891 テクスピア 17,000 △1,289 15,711 13 使用料及び △1,289

運営事業 △1,289 土地借上料 △1,256大阪管理運 賃借料

共益費 △33営費

8,544 1 テクスピア大阪産業 24 積立金 8,5442 テクスピア 52,027 8,544 60,571 24 積立金 8,544

振興整備基金積立事 テクスピア大阪産業振興整備基金積立金大阪産業振

業 8,544興整備基金

費

計 69,027 7,255 76,282 7,255
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補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

17,739,852 11 17,739,863

(款) 3 民生費

（単位：千円）

(款) 3 民生費 (項) 1 社会福祉費

(項) 1 社会福祉費

本 年 度 の 財 源 内 訳 節 説 明
目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源

一般財源 区 分 金 額 事 業 別 区 分 内 訳
国府支出金 地 方 債 そ の 他

11 1 福祉基金積立事業 11 24 積立金 1110 福祉基金費 693 11 704 24 積立金 11

福祉基金積立金

計 7,961,118 11 7,961,129 11

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

4,320,875 △2,193 4,318,682

(款) 4 衛生費

(項) 2 清掃費

本 年 度 の 財 源 内 訳 節 説 明
目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源

一般財源 区 分 金 額 事 業 別 区 分 内 訳
国府支出金 地 方 債 そ の 他

△23,262 5 一般家庭ごみ減量 8 旅費 △472 塵芥処理費 658,051 △23,262 634,789 8 旅費 △47

化推進事業(地域環 普通旅費10 需用費 △22,564

12 委託料 △647 境基金活用事業) △23,262

10 需用費 △22,56418 負担金、補 △4

消耗品費 △22,525助及び交付

印刷製本費 △39金

12 委託料 △647

一般家庭ごみ収集手数料徴収事務委託料

18 負担金、補助及び交付金 △4

ＪＡＮコード更新負担金

21,062 1 地域環境基金積立事 24 積立金 21,0624 地域環境基 28,258 21,062 49,320 24 積立金 21,062

業 21,062 地域環境基金積立金金費

計 1,159,127 △2,200 1,156,927 △2,200
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補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

17,739,852 11 17,739,863

(款) 3 民生費

（単位：千円）

(款) 3 民生費 (項) 1 社会福祉費

(項) 1 社会福祉費

本 年 度 の 財 源 内 訳 節 説 明
目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源

一般財源 区 分 金 額 事 業 別 区 分 内 訳
国府支出金 地 方 債 そ の 他

11 1 福祉基金積立事業 11 24 積立金 1110 福祉基金費 693 11 704 24 積立金 11

福祉基金積立金

計 7,961,118 11 7,961,129 11

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

4,320,875 △2,193 4,318,682

(款) 4 衛生費

(項) 2 清掃費

本 年 度 の 財 源 内 訳 節 説 明
目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源

一般財源 区 分 金 額 事 業 別 区 分 内 訳
国府支出金 地 方 債 そ の 他

△23,262 5 一般家庭ごみ減量 8 旅費 △472 塵芥処理費 658,051 △23,262 634,789 8 旅費 △47

化推進事業(地域環 普通旅費10 需用費 △22,564

12 委託料 △647 境基金活用事業) △23,262

10 需用費 △22,56418 負担金、補 △4

消耗品費 △22,525助及び交付

印刷製本費 △39金

12 委託料 △647

一般家庭ごみ収集手数料徴収事務委託料

18 負担金、補助及び交付金 △4

ＪＡＮコード更新負担金

21,062 1 地域環境基金積立事 24 積立金 21,0624 地域環境基 28,258 21,062 49,320 24 積立金 21,062

業 21,062 地域環境基金積立金金費

計 1,159,127 △2,200 1,156,927 △2,200
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(項) 5 公園墓地費
（単位：千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳 節 説 明
目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源

一般財源 区 分 金 額 事 業 別 区 分 内 訳
国府支出金 地 方 債 そ の 他

(款) 4 衛生費 (項) 5 公園墓地費

7 1 公園墓地基金積立事 24 積立金 72 公園墓地基 6,734 7 6,741 24 積立金 7

業 7 公園墓地基金積立金金費

計 18,910 7 18,917 7

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

3,147,902 2,286 3,150,188

(款) 7 土木費

(項) 2 道路橋りょう費

本 年 度 の 財 源 内 訳 節 説 明
目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源

一般財源 区 分 金 額 事 業 別 区 分 内 訳
国府支出金 地 方 債 そ の 他

1,844 6 駐車場整備基金積立 24 積立金 1,8445 交通安全対 101,686 1,844 103,530 24 積立金 1,844

事業 1,844 駐車場整備基金積立金策費

計 590,311 1,844 592,155 1,844

(項) 4 都市計画費

本 年 度 の 財 源 内 訳 節 説 明
目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源

一般財源 区 分 金 額 事 業 別 区 分 内 訳
国府支出金 地 方 債 そ の 他

389 1 森林環境譲与税基金 24 積立金 3896 森林環境譲 7,965 389 8,354 24 積立金 389

積立事業 389 森林環境譲与税基金積立金与税基金費

計 853,952 389 854,341 389

(項) 6 住宅費

本 年 度 の 財 源 内 訳 節 説 明
目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源

一般財源 区 分 金 額 事 業 別 区 分 内 訳
国府支出金 地 方 債 そ の 他

53 1 泉大津市営住宅整備 24 積立金 532 泉大津市営 337 53 390 24 積立金 53

基金積立事業 53 泉大津市営住宅整備基金積立金住宅整備基

金費

計 315,903 53 315,956 53
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(項) 5 公園墓地費
（単位：千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳 節 説 明
目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源

一般財源 区 分 金 額 事 業 別 区 分 内 訳
国府支出金 地 方 債 そ の 他

(款) 4 衛生費 (項) 5 公園墓地費

7 1 公園墓地基金積立事 24 積立金 72 公園墓地基 6,734 7 6,741 24 積立金 7

業 7 公園墓地基金積立金金費

計 18,910 7 18,917 7

補 正 前 補 正 額 計

千円 千円 千円

3,147,902 2,286 3,150,188

(款) 7 土木費

(項) 2 道路橋りょう費

本 年 度 の 財 源 内 訳 節 説 明
目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源

一般財源 区 分 金 額 事 業 別 区 分 内 訳
国府支出金 地 方 債 そ の 他

1,844 6 駐車場整備基金積立 24 積立金 1,8445 交通安全対 101,686 1,844 103,530 24 積立金 1,844

事業 1,844 駐車場整備基金積立金策費

計 590,311 1,844 592,155 1,844

(項) 4 都市計画費

本 年 度 の 財 源 内 訳 節 説 明
目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源

一般財源 区 分 金 額 事 業 別 区 分 内 訳
国府支出金 地 方 債 そ の 他

389 1 森林環境譲与税基金 24 積立金 3896 森林環境譲 7,965 389 8,354 24 積立金 389

積立事業 389 森林環境譲与税基金積立金与税基金費

計 853,952 389 854,341 389

(項) 6 住宅費

本 年 度 の 財 源 内 訳 節 説 明
目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源

一般財源 区 分 金 額 事 業 別 区 分 内 訳
国府支出金 地 方 債 そ の 他

53 1 泉大津市営住宅整備 24 積立金 532 泉大津市営 337 53 390 24 積立金 53

基金積立事業 53 泉大津市営住宅整備基金積立金住宅整備基

金費

計 315,903 53 315,956 53
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議案第４２号 

 

泉大津市立総合福祉センター大規模改修工事請負契

約の一部変更の件 

 

令和６年６月２０日議決に係る泉大津市立総合福祉センター大規模改修工事請負

契約の一部を変更する契約を次のとおり締結したいので、議会の議決に付すべき契

約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年泉大津市条例第６号）第２条

の規定により、市議会の議決を求める。 

 

令和７年５月１４日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

記 

 

１ 契 約 金 額    変更前 ４１１，９１０，４００円 

           変更後 ５３７，６７８，９００円 

 

２ 契約の相手方   所 在 泉大津市板原町五丁目１０番８号 

名 称 貫野建設株式会社 

代表取締役  貫 野  哲 治 
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（参 考） 

 

変 更 理 由 

泉大津市立総合福祉センター大規模改修工事については、当初想定されなかった

受電設備の容量不足が判明したことによる電気設備の更新工事の追加等が生じたこ

とにより、当該請負契約の一部変更を行い、契約金額を増額するものである。 
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